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１．はじめに 液状化により発生する過剰間隙水圧を予測することは，液状化に係る設計の基本であり，様々な方

法が提案され実務に活用されている．簡易的な手法の代表例が過剰間隙水圧比を液状化安全率 FLを用いて FL
-7によ

り求める方法であり，液状化層の強度評価等に利用されている．このような方法では土層毎に独立して算出され，

土層間で相互に過剰間隙水圧が影響しあうことや地表等の境界条件の影響は考慮されないことが多い．そこで，道

路橋示方書の液状化判定法とほぼ同様の入力パラメータを用いて，土層間の相互作用や地表等の境界条件の影響や

考慮することのできる，液状化による過剰間隙水圧の発生・消散に係る非定常浸透流解析方法を検討した．水圧分

布の経時変化とともに，過剰間隙水圧の消散に伴う沈下量も算出できる． 

２．提案する方法の概要 提案する方法は，表-1 に示すと

おり Seed らの方法 1)に道路橋示方書等の液状化判定法の

考え方やパラメータを反映させるための様々な拡張や変

更を施したものである．全ての入力パラメータは実務で容

易に設定可能である．主要な拡張や変更について簡単に説

明を行う．体積圧縮係数と過剰間隙水圧の上昇について

は，項立てし、より詳しく説明を行う． 

 提案方法では，土層間で相互作用や地表の境界条件を考

慮するため，垂直方向の流れが含まれる． 

 Seed 等の方法では地震動を有効継続時間と繰返し回数

で表し計算に反映させていたが，提案方法では加速度波形

を用いることとした．加速度波形がゼロクロスする度に，

ゼロクロス間のピーク加速度の半波が地盤に作用するも

のとし，深さ方向の低減係数 rdを考慮した上で，半波毎に

地盤内のせん断応力比を算出した． 

 液状化層の物性としては，繰返し三軸強度比（以下,RL）

と透水係数を基本とした．内部では，損傷度に応じて過剰

間隙水圧の上昇量を要素に与える．このため， RL から液状化強度曲線

を設定している．液状化強度曲線を設定方法としては，様々な提案がな

されているが，土木研究所で実施した凍結サンプリングによる試料を用

いた試験結果に対してフィッティングを行った N=20(L/RL) -3.77 を用いる

こととした．今回はこのような単純な式を用いたが，要素試験で得られ

た液状化曲線を用いる等の方法も考えられる． 

３．体積圧縮係数 模型実験では液状化層の下端から順に過剰間隙水圧

が消散することが知られているが，体積圧縮係数（以下，mv）を一定値

とした場合には，液状化層の深度に依らず同時に過剰間隙水圧が消散す

るような解析結果となり，模型実験の挙動とは異なる．圧縮指数（以下，

Cc）が一定となるように mvを与えると，模型実験で得られる結果と近い

解析結果が得られるが，図-1 の赤線に示すように有効応力 0 に向かって

際限なく間隙比が変化するため大きな体積圧縮が生じる可能性がある．

そこで，図-1 の青線のように有効応力が 0 に向かう時に間隙比の変化が

有限である吉田らのモデル 2)を用いることとした．吉田らのモデルの最 
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表－1 Seed らの方法と提案方法の比較 

 

Seedらの⽅法 提案⽅法

モデル ・軸対称⽔平1次元
垂直1次元／軸対称2次元／
断⾯2次元

地震動
・有効継続時間
・等価な⼀定振幅せん断応⼒
の繰返し回数

・地表⾯における加速度波形

液状化層の
物性

・⼀定振幅に換算した地震動
で液状化する繰返し回数
・透⽔係数
・体積圧縮係数

⼟層毎に
・繰返し三軸強度⽐
（液状化強度曲線，相対密
度，吉⽥らの体積圧縮モデ
ル）
・透⽔係数

地下⽔位 ー

・設定あり
地下⽔位より上の⾮液状化層
には物性（透⽔係数／不飽和
浸透特性／⽐貯留係数）を設
定

過剰間隙⽔
圧の上昇

損傷度に応じて

 
図－1 体積圧縮モデルの違い 

 
図－2 吉田らのモデルから得られる過剰間隙

水圧比と体積ひずみの関係 
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大体積ひずみvo と係数 c の 2 つのパラメータを，実務での使用実績

の多い石原らによる過剰間隙水圧消散に伴う体積ひずみに関する実

験 3)等を元に設定することとした．紙面の都合上，式のみを示すと，

vo=12.47-0.217Dr+0.00105 Dr 2，c=0.001+0.063voとなり，相対密度（以

下，Dr）から設定可能とした．締固め工法の設計 4)で用いられている

関係式を用いれば，N 値を介して RLから Drを推定することが可能で

ある． 

 また，吉田らのモデルを用いると図-2 に示すような任意の相対密

度における過剰間隙水圧比と過剰間隙水圧の消散過程で生じる体積

ひずみの関係を求めることが可能となる． 

４．過剰間隙水圧の上昇 Seed らの方法と同様に損傷度(以下，D)に

応じて過剰間隙水圧を上昇させることとしたが，図-3 に示すように， 

D≦1 では De Alba らの関係は用いず単純な直線関係を用いた．要素

試験の結果によると，繰返し三軸強度比の大きな土は，D=1 の時（ひ

ずみ両振幅が 5%に達した時），過剰間隙水圧比が 1 よりも小さい傾

向がある．そこで，図-3 の赤線のように D≦1 では過剰間隙水圧比が

1 よりも小さい値に向かって線形に変化させ，D>1 では過剰間隙水圧

比 1 に漸近させることとした． 

ここでも石原らによる体積ひずみと FL の関係 3)を用いて図-3 の赤

線の形状を決定することとした．この関係から FL=1（D=1）における

体積ひずみが得られ，吉田らのモデル（図-2 の関係）を用いれば体積

ひずみに対応する過剰間隙水圧比（=1－有効応力比）を求めることが

できる．こうして求めた Dr と D=1 における有効応力比を図-4 に示

す．同様の整理を FL<1（D= FL -3.77>1）で行ったところ，D と有効応

力比の関係が両対数軸上でほぼ直線関係となり，Dr に応じてその勾

配が変化することが確認できた．このような検討から得られた D と

過剰間隙水圧比の関係を図-5 に示す． 

５．試算例 提案方法（垂直 1 次元）により得られる過剰間隙水圧と

沈下量の時刻歴の試算例を図-6 に示す．入力波形は道路橋示方書の

L1 タイプ 1 の中の 1 つの不規則波とした．模型実験と同様の液状化

層の下端から順に過剰間隙水圧が消散する状況が確認できる．次に

Dr を変化させた時の体積ひずみ（液状化層厚 10m の平均値）と FL（加

速度振幅を変えて調整し，液状化層の平均値）の関係を図-7 に示す．全

般的には要素試験結果と類似の結果が得られることが確認できるが，Dr

が小さい土の 1≦FL<1.2 で水平の関係にならずに勾配を持っているなど

の相違が見られる．この勾配は rd の影響により FL<1 の深さ方向の範囲

が変化するために生じたものである．このように提案方法により，現状

の実務で容易に設定可能な定数のみで，土層間の相互作用や境界条件の

影響を考慮した過剰間隙水圧の発生・消散に係る検討が可能である． 
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図－3 損傷度と過剰間隙水圧比の模式図 

 
図－4 相対密度と損傷度 1 における有効応力比 

 
図－5 損傷度と過剰間隙水圧比の関係 

 
図－6 試算例（過剰間隙水圧と沈下量の時刻

歴） 

 

図－7 体積ひずみと FLの関係 
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